



Actual Situation of Foreign Child-Rearing Support System









































































































子ども数 N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％
1 12 4.1％ 38 12.8％ 8 2.7％ 4 1.4％ 56 18.9％ 6 2.0％ 2 0.7％ 126 42.6％
2 10 3.4％ 31 10.5％ 10 3.4％ 14 4.7％ 50 16.9％ 14 4.7％ 1 0.3％ 130 43.9％
3 1 0.3％ 　 0.0％ 4 1.4％ 　 0.0％ 12 4.1％ 1 0.3％ 1 0.3％ 19 6.4％
4 　 0.0％ 1 0.3％ 1 0.3％ 　 0.0％ 10 3.4％ 1 0.3％ 　 0.0％ 13 4.4％
7 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 1 0.3％
8 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 1 0.3％
非回答 　 0.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 3 1.0％ 2 0.7％ 　 0.0％ 6 2.0％













0 ～ 5歳 69 23.3％
6 ～ 12歳 52 17.6％
13 ～ 15歳 30 10.1％
16 ～ 18歳 30 10.1％




























































年　収 N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％
収入はなかった 9 3.0％ 7 2.4％ 　 0.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 17 5.7％
100万円未満 11 3.7％ 12 4.1％ 2 0.7％ 2 0.7％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 27 9.1％
100～199万円台 27 9.1％ 24 8.1％ 5 1.7％ 3 1.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 2 0.7％ 61 20.6％
200～399万円台 30 10.1％ 39 13.2％ 7 2.4％ 3 1.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 80 27.0％
400～599万円台 17 5.7％ 17 5.7％ 3 1.0％ 3 1.0％ 　 0.0％ 1 0.3％ 1 0.3％ 42 14.2％
600～799万円台 2 0.7％ 2 0.7％ 　 0.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 1 0.3％ 6 2.0％
800～999万円台 1 0.3％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 1 0.3％ 3 1.0％
1000～1199万円台 2 0.7％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 3 1.0％
1200万円以上 1 0.3％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 2 0.7％
わからない 24 8.1％ 17 5.7％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 42 14.2％
未回答 2 0.7％ 9 3.0％ 1 0.3％ 　 0.0％ 　 0.0％ 　 0.0％ 1 0.3％ 13 4.4％

























































預貯金額 N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N ％ N　 ％　
預貯金はない 32 7.0％ 52 11.3％ 79 17.2％ 7 1.5％ 17 3.7％ 22 4.8％ 5 1.1％ 214 46.6％
10万未満 11 2.4％ 13 2.8％ 19 4.1％ 3 0.7％ 　 0.0％ 2 0.4％ 1 0.2％ 49 10.7％
10～ 20万未満 6 1.3％ 9 2.0％ 14 3.1％ 6 1.3％ 5 1.1％ 3 0.7％ 2 0.4％ 45 9.8％
20～ 50万未満 5 1.1％ 18 3.9％ 8 1.7％ 2 0.4％ 2 0.4％ 1 0.2％ 　 0.0％ 36 7.8％
50～100万未満 3 0.7％ 7 1.5％ 14 3.1％ 4 0.9％ 2 0.4％ 2 0.4％ 　 0.0％ 32 7.0％
100～300万未満 2 0.4％ 20 4.4％ 6 1.3％ 1 0.2％ 1 0.2％ 3 0.7％ 　 0.0％ 33 7.2％
300～500万未満 　 0.0％ 2 0.4％ 1 0.2％ 2 0.4％ 　 0.0％ 3 0.7％ 　 0.0％ 8 1.7％
500万以上 　 0.0％ 5 1.1％ 3 0.7％ 　 0.0％ 1 0.2％ 2 0.4％ 　 0.0％ 11 2.4％
未回答 4 0.9％ 6 1.3％ 11 2.4％ 3 0.7％ 2 0.4％ 3 0.7％ 2 0.4％ 31 6.8％
総計 63 13.7％ 132 28.8％ 155 33.8％ 28 6.1％ 30 6.5％ 41 8.9％ 10 2.2％ 459 100.0％
表 6　親子で一緒に過ごす子育て仲間の有無
全体 ブラジル 中国 フィリピン
あり 113 38.2％ 45 30.8％ 32 41.6％ 36 49.3％
なし 104 35.1％ 71 48.6％ 14 18.2％ 19 26.0％
非回答 79 26.1％ 30 20.5％ 31 40.3％ 18 24.7％
総　計 296 100.0％ 146 100.0％ 77 100.0％ 73 100.0％
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うに，日本の外国籍住民に対する子育て支援
は，決して利用しやすいものではない。
多民族国家であるカナダの家族支援には，
問題の発生予防の理念が明確に位置づけられ
ているという。問題が起きる前のごく一般の
状況における親と子の生活を支援し，力をつ
けることで問題発生を事前に減らそうという
ものである。その中で重要な柱は，①子ども
にとっての発達を最大限に保障することで問
題の発生を予防しようとすること，②無知と
貧困の再生産を断つということである（小出
1999：148-149）。
このような理念に基づき「ファミリー・リ
ソース・センター」と呼ばれるセンターで具
体的支援がなされるが，その中心的な構成要
素は，①親のための教育と支援，②家族保
護，③保育と子供用プログラム，④物的支援
と栄養教育，⑤その他成人教育，レクリエー
ションプログラム，⑥コミュニティ・ディベ
ロップメントである。これらの他に，保健教
育ケア，青少年向けの活動，識字教育，住宅
問題，就学支援，地域経済発展への寄与など
それぞれの地域の子育てニーズに応えるため
に必要と思われる活動が展開されている（小
出：116-118）。
また，トロントのファミリー・リソース・
センターは，「来ない人ほど来てほしい」，
「サービスは利用してほしい人のもとまで直
接届けるもの，サービスの側から手をのべて
いくべきもの」，「利用したがらない人にとっ
ても，知ることが権利であり，利用すること
が利益になるであろう」との考えに立脚し開
設されているという（小出1999：79-82）。日
本でも保健師を中心としたアウトリーチの取
り組みは行われているが，調査結果からわか
るように十分な状況にはなく，現状に即した
より積極的な活動としての展開が求められ
る。
一方，韓国ではＩＴ環境が進んでいること
により，オンラインでの多言語支援がなされ
ているとともに，多言語に対応した各レベル
にあった韓国語教育がオンラインで受講でき
るなど，ＩＴ等による多言語での支援が整っ
ている。
また，「多文化家族支援センター」と呼ば
れるセンターで，主に韓国人との国際結婚に
よる夫婦およびその子どもを対象とした支援
を行っている。その内容は，①韓国語教育，
②多文化家族統合教育，③多文化家族就業連
携支援，④多文化家族自助グループ，⑤個人・
家族相談，⑥訪問教育事業，⑦多文化家族子
ども言語発達支援事業，⑧通訳翻訳サービス
事業，⑨言語英才教室（①～⑤は「基本事業」
としてどのセンターでも実施しており，⑥～
⑨は「特性化事業」と呼ばれ，中核的なセン
ターで実施されている事業である）と多岐に
わたる2）。
カナダおよび韓国の取り組みは，いずれも
「子育て支援」のみでなく「家族支援」とし
て位置づけられているため，子育てに関わる
こと以外の親（大人）へのアプローチや地域
へのアプローチが含まれており，多様な機能
を果たすワンストップ・サービスの提供機関
となっている。そして，いずれのセンターも
アウトリーチ活動を重視している。
本調査で対象としている外国籍住民の多く
は，1988 年に閣議決定された「第 6次雇用
対策基本計画」と1989年の出入国管理及び難
民認定法の改正により大量に来日するように
なった日系 2， 3世とその家族であり，日本
企業の活動と密接に関わりながら受け入れ体
制のないまま日本で労働・居住している住民
である。今回の調査で明らかになった日本に
おける外国籍住民の子育て家族の状況は，ま
2）詳しくは拙著（2011）を参照されたい。
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外国籍子育て家族の実態と支援の課題（原　史子）
さに‘外国人労働者’が受け入れの理念も具
体的な支援策もないままの日本で一時的なよ
そものとして生活させられていることに起因
している。
現に子育てをしている生活実態があるなか
で，子育て支援のみにとどまらない，情報提
供はもちろん，日本語・母国語学習，雇用の
相談，子育て相談，自助グループの組織化，
日本人と多様な形で関わる場の提供など家族
への包括的な支援が求められており，そのよ
うな場を作っていくこと，もしくはそのよう
な活動を模索している団体への支援を継続的
に行っていくことは喫緊の課題である。
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